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要旨
　筆者は、長崎短期大学および長崎国際大学において、情報教育に取り組んできた。パソコン・イ
ンターネットの普及や高等教育における情報教育の浸透を背景に、近年大学や短期大学において情
報教育内容も毎年見直しが求められている（杉江 2007：p.29）。本稿では、そうした背景を見据えな
がら、長崎短期大学における学生をとりまく情報化の現状を把握するために行なったアンケート調
査の結果を報告する。さらに、今後の情報教育のあり方をも考察する。
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Ⅰ　はじめに
　1990 年（平成 12 年）後半より情報リテラシー教育が注目され始め、多くの短期大学や大学で実施
されるようになった。当初はワープロソフトによる文書作成や表計算ソフトによる表・グラフ作成
が主であった。どちらかといえば「コンピュータリテラシー 1」にとどまりがちであった。しかしそ
の後、高等教育における情報教育 2 の浸透、一般家庭におけるパソコンの普及率の向上、ブロード
バンドの登場によって、インターネット環境が急速に進んだ。その急速な IT	化の進行やネット社会
の急激な拡大、情報社会環境の急変に伴い、インターネット検索や電子メール、情報モラル、プレ
ゼンテーション資料作成などが大学の「情報」教育に導入されるようになった。
　また、2002 年（平成 14 年）度より小・	中学校、2003 年（平成 15 年）度より高等学校の学習指導
がそれぞれ改訂され、初等中等教育において情報関連授業科目が本格的に開始された。この最初の
年の生徒が高校に入学するのが 2005 年（平成 17 年）度、大学に入学するのが 2008 年（平成 20 年）
度となった。つまり、2008 年（平成 20 年）度は初等中等学校において新教科「情報」を履修した学
生が大学に入学して来る最初の年になり、高等学校においては定着して既に 3年が経過した。これ
までの大学における情報教育は、高校までにほとんどコンピュータを習得していないことを前提と
した教育であった。しかし、年々変化していく状況の下で、今後は、高校教育によって習得する情
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１ 「リテラシー	:literacy」とは本来、「識字力＝文字を読み書きする能力」である。
２ 「情報教育」の定義は論者によって異なるが、ここでいう情報教育とは、コンピュータをツールとして有効に活用す
るだけでなく、情報をいかにして収集、整理、分析、加工、伝達していくかといった情報活用能力全般を意味する。
報教育のレベルを鑑み、大学や短期大学では、情報教育のあり方を見直す必要性に迫られていると
杉江らは指摘している（杉江 2007：p.29）。筆者も彼らと見解を一にする。
　一方では、出身中学校や高校において情報教育の力の入れ方や、課程によって情報リテラシーの
スキルの格差が生じているのも事実である。大学入学時における学生の情報リテラシーのスキル格
差や、彼らに対して今後どのような形で教材を提供するのかを考えていくことも重要な課題となる。
　本稿では、このような情報教育の変遷をふまえて、本学における情報教育を改革するための第一
歩として学生をとりまく情報化の現状を把握するために行なったアンケート調査の結果を報告する。
さらに、今後の情報教育のあり方をも考察する。
Ⅱ　本学の情報基礎科目およびコンピュータ環境の状況
　本学は、英語科、保育学科、食物科の３つの学科から構成されている。これまでの情報教育は次
のように進められてきている（松永　2004：p.116）。まず英語科と食物科で 1988 年（昭和 63 年）よ
り講義科目「情報処理論」、演習科目「事務機器実習」として始まり、以降、保育学科でも 1996 年（平
成8年）より「コンピュータ演習」として情報教育科目を開講した。現在は情報処理の授業として、「OA
機器実習Ⅰ」、「ワープロⅠ、Ⅱ」、「実践コンピュータ」、「コンピュータ演習Ⅰ、Ⅱ」、「情報処理入門」、
「文書作成基礎」、「マルチメディア論」が一年次に、「OA機器実習Ⅱ」、「オフィスプレゼンテーション」、
「コンピュータ応用」が 2年次に用意されている。つまり、これまで行なわれてきたパソコンや応用
ソフトの基本操作、インターネットに関する基礎知識を主な内容とする「コンピュータリテラシー」
をはじめとしたコンピュータ関連科目に、Web の利用による情報収集・分析・加工・作成や情報モ
ラルを主とする「情報リテラシー」科目の大幅な拡充および新設が行われている。
　つまり、授業内容は、すべてのクラスで、メール、タッチタインピング、ペイント、ワード、インター
ネット、情報モラルが一年次半期で行なわれている。後期では、タッチタインピング、インターネット、
情報モラル、エクセル、プレゼンテーション、情報収集・分析・加工・作成などが行なわれている。
各クラスの講義内容はほぼ同じであるが、レベルに応じて課題などの難度に変化を与えている。
　この授業で使用するコンピュータルームは、48 人受講可能な端末室（OA室：Office	Automation）
と 27 人受講可能な端末室（OP室：Office　Presentation）が 2 部屋ある。授業は 1クラスの生徒 1
人に 1台ずつパソコンが使用できる環境があり、30 名ぐらいの生徒を教師１人で担当しているが、
２人で担当する場合もある。
　コンピュータの資格として、パソコン入力スピード認定試験（主催：財団法人全国商業高等学校）、
ワープロ検定試験（主催：財団法人全国商業高等学校）を薦め、この程度のスキルが取得できるよ
うな技術試験を実施している。主に英語科の生徒が受験している。
Ⅲ　調査の概要、結果および考察
1.	調査目的、方法および期間
　本学において、学生をとりまく情報化の現状、つまり学生のコンピュータリテラシーおよび情報
リテラシー能力を把握するため、本学に 2008 年（平成 20 年）度に入学してくる新入生を対象にア
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ンケート調査を行なった。調査の時期は、オリエンテーションが行なわれた 4月 5 日で、諸説明や
連絡が修了してからアンケート用紙を配布し収集した。入学者数 194 名（保育学科：101 名、食物科：
60 名、英語科：33 名）に対し、回答者数は 186 名（保育学科：96 名、食物科：58 名、英語科：32 名）
であり、回収率は 96％である。なお、英語科の新入生留学生は今回の調査では対象としていない。
2.	項目ごとの結果および考察
　短期大学 2008 年（平成 20 年）度入学者に対し、大別に以下の 7項目について調査した結果をグ
ラフ（図 1から 4）にまとめた。また、傾向を比較するために、長崎国際大学健康管理学部健康栄養
学科 2008 年（平成 20 年）度入学者に対しても、同様の調査を実施した。
　①高校卒業の科（普通科・専門科の別）
　②高校での「情報教育」の履修年次
　③短大に入学するまでの「情報」学習内容
　④短大に入学するまでの「応用ソフト」の理解度	
　⑤自宅にパソコンの有無
　⑥自宅にインターネット接続の有無
　⑦資格の有無
　以下、	短期大学についてのみ考察する。	
　①の結果より、新入生の出身学科は「普通科」出身者が 55 名（82.2％）であり、他に総合学科 25 名、
商業科	23	名、保育福祉科 13 名、英語科 9名、家政科 9名である（図１）。少数ではあるが、情報科、
理数科、工業科、食物科も存在する。ほとんどの学生が普通科出身ということは情報系演習課目を
高校 1年次、あるいは 2年次に受講したということであり、高校 3年間パソコンの授業を受講して
いた学生が少ないということを意味する（図 2）。
　②③の結果より、大学入学前にほとんどの学生は文書作成、表計算の経験があり、パーワポイン
トは約半分の学生が経験をもつ。図 3は学生がどのようなソフトを利用してきたかを示す（図 3）。
図３からもわかるように、ワード（155 名）、エクセル（139 名）、パーワポイント（89 名）、一太郎
（22 名）とWeb	ページの閲覧（51 名）などの情報リテラシー関連のソフトウェアが多く、若干では
あるがWeb	ページ作成、プログラミング、アクセスなどを体験した学生も存在した。しかし、それ
らのソフトに対して高校１、２年次に操作方法を習ったが、忘れてしまったという学生も多く見受
けられた。また、思い通りの文書作成がスムーズに行える学生は 3分の１程度であった。
	
図１　出身学科
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	図 2　高校での「情報教育」の履修学年
	図 3　高校で使用した応用ソフト
　図 4は学生の応用ソフトの理解度を示す表である。④の「応用ソフト」の理解度に関しては、高
校 3年間情報教育を受けた学生は、ワード、エクセル、パーワポイントの応用ソフトの使い方につ
いて学習したため、半分以上の学生が「一応理解している」と回答している。それに対し、１、２
年次に情報教育を受けた学生は、ワード、エクセルの使い方について「理解していない」「一応理解
している」と答えている学生が半分ずつであった。
	
図 4　学生の応用ソフトの理解度
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　それは、特に高校 1 年次に必修の情報系演習課目を受講し終えたため、2 年後の入学の際には、
各応用ソフトであるワード、エクセル、パーワポイントの使い方は十分に理解していないと思われ
る。また、高校の普通科目「情報」においても実用を目指すあまり、パソコンや応用ソフトの操作
とは直接関係しないパソコンに関する基本的な知識の伝達が不十分であることが示唆される（大矢
2007：p.36）。筆者の調査の中でもそのような傾向が見られる。さらに、彼らが高校で情報系演習課
目を受講した際にも、コンピュータのことを本当に勉強したいという姿勢より、単位取得のため、
ある意味で強制されたためであると考えられる。
　2007 年（平成 19 年）度の設問では高校でのコンピュータ利用経験を問うていたが（複数回答可）、
本年度は選択肢に中学校での情報教育関連授業体験を追加した（設問 15）。これは中学校教育課程で
情報教育が進められるようになったことに対応した設問設定である。中学校でのインターネットの
利用経験があると答えた割合は全体で 63％、小学校で 19％である。
　⑤の「自宅にパソコンの有無」、⑥の「インターネット接続の有無」については、自宅パソコンの
所有率は約 5割、そのうち 5割弱がインターネット接続環境にある。しかし、パソコンをツールと
して活用しているかは別問題である。
　⑦の「取得した資格や検定」については、資格を持っていない学生が 84 名（45％）いる。一人
の学生が複数の資格を持っていることが多い。すでに取得している検定や資格の中で日本語ワープ
ロが最も多く（79 名）、次は情報処理検定（57 名）ある。その他として、パソコン検定や英語検定、
スピード検定などがある。
3.　考察および取り込んできた情報教育
　以上の調査結果を受けて、2008 年（平成 20 年）度情報教育の講義内容は、2006 年（平成 18 年）度、
2007 年（平成 19 年）度の内容から大幅な変更は行っていない。変更した点は、パソコンや文書作成
の基本操作の時間を 3コマ、表計算の基本操作の時間を 2コマ減らし、難易度の高いエクセルの関
数や、情報収集・分析・加工・作成を育成するため、インターネットのWeb の利用による課題の作
成を追加した。それは、すでに入学前から「文書作成」「Web ページの閲覧」「Web	で情報を検索」
「電子メール」などの基本的な利用を行っている学生も年々増加し、かつてのようにカナ漢字変換か
ら教える時間が減少しているためである。
　本学において、選択科目である情報教育に関する授業を受講した理由について以下のように２つ
のタイプに大別できる。
①これまでパソコンをあまり利用しない学生で、コンピュータやインターネットに関する技術の習
得または向上させ、検定などを含めた資格を取得したいタイプ。
②これまでパソコンを大いに利用し検定などを取得してきた学生で、継続して学習することで自分
の能力を向上させ、さらに上位の検定や資格を取得したいタイプ。
である。
　教科 ｢情報｣ を履修してきた 2008 年（平成 20 年）度入学者は、ある程度タイピングスキルがあ
ると思われた。しかし、入学時にタイピング目標 3 を達成している割合は思うほど増加しないこと
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３ワープロ 3級のレベルである 10 分 310 文字を目標にしている。
４残り 2％は社会人入学者である。
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が授業中において多々見受けられる。これは、普通教科 ｢情報｣ の中で十分なタイピングを行って
いない、あるいは行う時間がないためであると考察できる。現段階では、学生のレベルに見合った
問題を用意し、タイピング練習を毎時限 10 分間行っている。それによって、応用ソフトの使い方の
技術を身につけると同時にタイピングも上達させようとしている。
　本学の入学者についてみる限り、高等学校で基本的なコンピュータ技能を身に付けている者が約
98％である 4。しかしコンピュータの経験者といっても、インターネットでのメールの交換やブラ
ウザ閲覧、あるいはワープロやエクセルなどの基本的な利用にとどまる者も少なくない。本学では、
前述したように、パソコン初心者から高度な利用能力をもった学生まで、ばらつきの大きい学生た
ちを対象に教育を行っていることもあるため、情報教育の効果を小テストを行うことによって確認
しながら情報教育活動を進めてきた。
Ⅳ　まとめ
　2008 年（平成 20 年）度情報教育アンケートの結果を項目別に整理し考察を行った。その結果、本
学に入学するまでに、ほとんどの新入生がパソコンの経験を持っていること、彼らの各高校で習っ
てくる教科「情報」内容の差、情報環境の差、普通科と専門科のような学科の差によりばらつきが
あり、昔ほどではないが、能力差も大きいこと等が明らかとなった。また、工業課程の場合、1年次
にパソコンを使用した学生が最も多く見受けられる。商業、家政、総合学科課程では、3年間コン
ピュータの授業があり、多くの学生は資格を持っている。しかし、パソコンの機種名やOS名について、
質問すると、ほとんどの学生は「わからない」と回答している。利用する応用ソフトもワードやエ
クセルがほとんどで、パーワポイントを使用したことのない学生が多かった。インターネットの利
用に関しては、中学校の時から学校で使用している学生が多く、利用目的は、「ニュース」、「動画を
見る」、「ゲーム」、「買い物」、その他の「占い」がもっとも多かった。そのことから、インターネッ
トには慣れているものの、短大において、情報収集・整理・分析・発信の技術力をもっと身につけ
る必要があると考察できる。
　また、前述のように、高校教科「情報」の内容は、高校や課程によって異なるが、現在の大学１
年次での情報教育の内容と同様、あるいは、それ以上の内容となっている。この点からいえば、大
学での情報教育は不要となりつつあるといえる。しかし、コンピュータ操作やワード・エクセルの
ような簡単な応用ソフトの活用はできるものの、インターネットで検索した文章をそのまま貼り付
けてレポートを作成する学生が多いなど、得られた情報の活用能力は不足していると思われる。さ
らに、これまでの情報教育科目は、ソフトウェアの操作能力に重点を置いた内容が多くなっており、
レポート作成方法などを指導するカリキュラムはほとんど組まれていない。そのため、情報検索・
収集・分析・作成といった能力や操作技術は取得できても専門知識が欠落していること、また検索
した情報を有効に活用することができないため、独自の知見を述べたレポートの作成には至ってい
ない。これは情報教育だけの問題ではなく、全般的基礎教育が低下していることに原因があると思
われる。
　以上のことから、大学や短大における情報教育は、高校教科「情報」に技術や知識をフォローす
るだけではなく、情報検索、レポート作成、情報発信などの能力アップを図り、専門教育を志向し
た大学レベルへと押し上げる内容を模索していかなければならない。しかし、本学において、少な
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くともこれまでの情報教育を全面的に見直す必要がないと考えている。従って、今回のアンケート
結果の報告が、主に平成 21 年度の情報教育に生かされることを願う次第である。	
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